
 

 

船橋市サービス付き高齢者向け住宅事業事務取扱要領 

 

（目的） 

第１条 この要領は、高齢者の居住の安定確保に関する法律（平成１３年法律第２６号。

以下「法」という。）第三章の規定に基づくサービス付き高齢者向け住宅事業の事務

等に関し、必要な事項を定めるものとする。 

 

（事前協議） 

第２条 法第５条第１項の規定によるサービス付き高齢者向け住宅事業の登録を受け

ようとする者（以下「申請者」という。）は、市長と事前協議を行わなければならな

い。 

２ 申請者がサービス付き高齢者向け住宅を建築しようとする場合は、建築基準法（昭

和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規定による建築確認申請の前までに、前

項の協議を行わなければならない。 

３ 申請者が施設を活用し、その建物を改修することによりサービス付き高齢者向け住

宅としての用途に変更しようとする場合は、建築基準法第８７条の規定による用途

の変更を申請する前までに、第１項の協議を行わなければならない。 

４ 事前協議にあたっては、サービス付き高齢者向け住宅事業事前協議申出書（第１号

様式）を船橋市建設局建築部住宅政策課に提出するものとする。 

 

（事前協議完了通知） 

第３条 市長は、前条の事前協議の結果、サービス付き高齢者向け住宅事業の計画内容

が法第７条第１項の登録の基準（以下「登録基準」という。）に照らし適合している

と認めた場合は、申請者にサービス付き高齢者向け住宅事業事前協議完了通知書（第

２号様式）を通知するものとする。 

２ 申請者は、事前協議完了後に計画内容を変更する場合は、改めて第２条による事前

協議を行わなければならない。 

 

（登録の申請） 

第４条 申請は、国土交通省・厚生労働省関係高齢者の居住の安定確保に関する法律施

行規則（平成２３年厚生労働省令・国土交通省令第２号。以下「共同省令」という。）

第４条に規定するサービス付き高齢者向け住宅事業登録申請書（別記様式第一号）に

より行うものとする。 

２ 前項の申請書には、共同省令第７条に定める書類を添付しなければならない。 

 

（登録等の通知） 

第５条 市長は、前条の登録申請が登録基準に適合していると認めるときは、法第８条

第１項の規定により登録を拒否する場合を除き、その登録をするものとする。 



 

 

２ 法第７条第３項の規定による通知は、サービス付き高齢者向け住宅事業登録通知書

（第３号様式）により行うものとする。 

３ 市長は、前条の登録申請が登録基準に適合しないと認めるときは、その旨をサービ

ス付き高齢者向け住宅事業登録基準不適合通知書（第４号様式）により申請者に通

知するものとする。 

 

（登録の拒否） 

第６条 市長は、法第８条第１項の規定により登録の拒否をしたときは、サービス付き

高齢者向け住宅事業登録拒否通知書（第５号様式）により申請者に通知するものとす

る。 

 

（登録事項等の変更） 

第７条 法第９条第１項の規定による登録事項の変更の届出は、サービス付き高齢者向

け住宅事業に係る登録事項等の変更届出書（共同省令別記様式第二号）及び共同省令

第１６条第２項に定める添付書類を提出するものとする。 

 

（登録簿） 

第８条 法第７条第２項に規定するサービス付き高齢者向け住宅登録簿は、法第６条第

１項各号に掲げる登録事項、登録年月日及び登録番号について、電子計算機により処

理される電磁的記録を紙面に出力した帳票とする。 

２ 法第１０条の規定による登録簿の閲覧は、前項の紙面により行うほか、閲覧者の希

望により電子計算機に備えられたファイル又は磁気ディスクに記録された登録事項

を入出力装置の映像面に表示する方法により行うことができる。 

 

（地位の承継） 

第９条 法第１１条第３項の規定による地位の承継の届出は、サービス付き高齢者向け

住宅事業登録事業者地位承継届出書（第６号様式）により行うものとする。 

 

（廃業等の届出） 

第１０条 法第１２条第１項又は第２項の規定による廃業等の届出は、サービス付き高

齢者向け住宅事業廃業等届出書（第７号様式）により行うものとする。 

 

（登録の抹消） 

第１１条 法第１３条第１項第１号の規定による登録の抹消は、サービス付き高齢者向

け住宅事業登録抹消申請書（第８号様式）により行うものとする。 

 

（入居開始の報告） 

第１２条 登録事業者又は法第２４条第１項に規定する管理等受託者（以下「登録事業



 

 

者等」という。）は、サービス付き高齢者向け住宅事業に係る入居を開始したときは、

入居開始から３０日以内にサービス付き高齢者向け住宅事業入居開始報告書（第９号

様式）により報告するものとする。 

 

（報告） 

第１３条 登録事業者等は、法第２４条第１項の規定による報告について、毎年報告基

準日から６０日以内に、サービス付き高齢者向け住宅事業定期報告書（第１０号様式）

により行うものとする。 

 

（事故報告）  

第１４条 登録事業者等は、サービス付き高齢者向け住宅において重大な事故又は災害

等が発生した場合には、法第２４条第１項の規定により、直ちにサービス付き高齢者

向け住宅事業事故（災害）報告書（第１１号様式）により報告するものとする。 

 

（検査） 

第１５条 市長は、法第２４条第１項の規定による立入検査を行うときは、あらかじめ

登録事業者等に対し、立入検査の日時、検査内容及び立入検査に必要な書類等をサー

ビス付き高齢者向け住宅事業立入検査通知書（第１２号様式）により通知するものと

する。 

２ 市長は、登録事業者等に前項による立入検査の結果をサービス付き高齢者向け住宅

事業立入検査結果通知書（第１３号様式）により通知するものとする。 

 

（指示） 

第１６条 市長は、登録事業者に法第２５条第１項から第３項までの規定により指示す

るときは、サービス付き高齢者向け住宅事業指示書（第１４号様式）により通知する

ものとする。 

２ 登録事業者は、法第２５条第１項の規定により指示されたときは、第７条により登

録事項等を変更するものとする。 

３ 登録事業者は、法第２５条第２項又は第３項の規定により指示されたときは、サー

ビス付き高齢者向け住宅事業措置報告書（第１５号様式）により報告するものとする。 

 

（登録の取消し） 

第１７条 市長は、法第２６条第１項又は第２項の規定により登録を取消したときは、

サービス付き高齢者向け住宅事業登録取消通知書（第１６号様式）により、登録事業

者であった者に通知するものとする。 

 

（その他） 



 

 

第１８条 この要領に定めるもののほか、この要領の施行について必要な事項は別に定

めるものとする。 

 

 

附  則 

この要領は、平成２３年１０月２０日から施行する。 

 

この要領は、平成２５年１２月１日から施行する。 

 

この要領は、平成２８年１月１日から施行する。 

 

この要領は、令和元年７月１日から施行する。 

 

この要領は、令和４年４月１日から施行する。 


